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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

会計期間

自平成23年

4月1日

至平成24年

3月31日

自平成24年

4月1日

至平成25年

3月31日

自平成25年

4月1日

至平成26年

3月31日

自平成26年

4月1日

至平成27年

3月31日

自平成27年

4月1日

至平成28年

3月31日

売上高（千円） 2 249 306 81,392 118,807

経常利益又は経常損失（△）（千円） △26,648 △43,763 △43,262 4,862 11,995

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円）
△26,828 △44,053 △43,552 4,572 11,705

持分法を適用した場合の投資利益（千

円）
－ － － － －

資本金（千円） 17,000 17,000 27,000 27,000 27,000

発行済株式総数（株） 34,000 68,000 432,000 432,000 432,000

純資産額（千円） △39,923 △25,477 △28,829 △24,157 △12,451

総資産額（千円） 5,175 15,058 859 19,469 32,604

1株当たり純資産額（円） △1,421.33 △444.55 △74.24 △62.22 △32.07

1株当たり配当額（円） － － － － －

1株当たり当期純利益金額又は1株当た

り当期純損失金額（△）（円）
△933.29 △924.92 △130.73 11.78 30.15

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） △771.4 △169.2 △3,355.4 △124.1 △38.2

自己資本利益率（％） － － － － －

株価収益率（％） － － － － －

配当性向 － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△86,871 △46,266 △57,103 △5,405 17,431

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△1,187 △2,397 3,454 △4,441 △19,376

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
89,208 58,500 42,904 10,539 2,173

現金及び現金同等物の期末残高（千

円）
1,261 11,097 352 1,045 1,274

従業員数（ほか、平均臨時雇用人数）

（名）
1(1) 1(1) 1(1) 2(1) 2(1)

（注）１．売上高には、消費税等が含まれております。

２．当社は子会社が存在しないため連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係

る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．1株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりませ

ん。

５．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

６．自己資本利益率については、自己資本がマイナスのため記載しておりません。

７．株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

平成８年４月

平成８年４月

平成14年３月

平成20年１月

平成21年４月

平成21年７月

平成21年12月

平成26年８月

有限会社ユリアインターナショナル

東京都世田谷区上野毛四丁目９番９号にて設立

医療関係品輸入代行事業を開始

「インターネットを介したＴＶ番組情報検索システム」に係る特許公開

（出願番号　2000‐272159　　公開番号　2002‐84526）

株式会社ユリアインターナショナルへ商号変更

取締役会・監査役を設置

本社を東京都新宿区新宿二丁目４番２号に移転

「インターネットを介したＴＶ番組情報検索システム」を利用した料理レ

シピに関するWEBサイトを公開

「インターネットを介したＴＶ番組情報検索システム」に相当する米国特

許を取得。

３【事業の内容】

当社は、医療関係品輸入代行事業、特許権等の賃貸及び販売事業の２事業を展開しております。

①医療関係品輸入代行事業

医療関係品輸入代行事業は、米国を初めとする海外の美容医療において利用されている医療関係

品について、輸入者であるわが国の医師等に対して輸入業務（発注、支払業務等）の代行サービス

を提供する事業であります。

②特許権等の賃貸及び販売事業

特許権等の賃貸及び販売事業は、当社が保有する「インターネットを介したＴＶ番組情報検索シ

ステム」に係る特許権を用いたHP運営、及び当該特許権の賃貸及び販売を行う事業であります。具

体的には、同システムを利用したWEBサイトの開設及び運営を希望する事業者に対し、当該特許権

の使用権を賃貸し使用料を収受する他、地域別に一部特許権を販売するものであります。当該特許

について、募集開始時点において米国特許商標庁の権利付与申請中でありましたが、提出日現在こ

れを取得済みであります。権利付与後にインターネットテレビを利用している事業者、主にテレビ

事業等のメディア関連事業者を対象に事業展開を図っております。

［事業系統図］

当社の事業を事業系統図で示すと次のとおりであります。

①医療関係品輸入代行事業
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②特許権等の賃貸及び販売事業

４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

2[1] 61.5 4.0 4,387

（注）１．従業員数は就業人数であり、臨時従業員を含んでおりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数欄の[書]は、臨時従業員の当事業年度の平均雇用人員であります。

４．従業員はすべて、特許権等の賃貸及び販売事業にかかる人員であります。

（２）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当事業年度のわが国経済は、政府による経済・金融政策の効果により、企業業績や雇用環境

において緩やかな改善が続いているものの、中国など新興国経済の減速により停滞が強まる世

界経済や円高の影響が懸念され、先行き不透明な状況で推移しました。

当社を取り巻く環境は、インターネット通信技術が急速に発達していることから、国内外に

おけるインターネット環境の普及速度がさらに加速し、インターネットにおけるサービス需要

の拡大が予想されます。

その中で当社は、過年度に引き続き

特許権業務への特化を継続しており、その結果特許権業務は好調に推移しております。一方

で医療関係品輸入代行事業においては、事業縮小傾向が継続しております。

この結果、当事業年度における業績は、売上高118,807千円（前年同期比46.0%増）となりま

した。一方で、営業費用は105,355千円（前年同期比36.2%増）を要し営業利益は13,452千円

（前年同期は営業利益4,053千円）となりました。

［医療関係品輸入代行事業］

医療関係品輸入代行事業におきましては、事業方針としての事業規模縮小の結果、当事業年

度における業績は、売上高0円（前年同期は売上高0千円）、セグメント利益（営業利益）0円

（前年同期は営業利益0千円）となりました。

［特許権等の賃貸及び販売事業］

当社は「インターネットを介したＴＶ番組情報検索システム」に係る特許権について、前事

業年度に米国特許を取得しております。当該米国特許の取得を受け、当社は当事業年度におい

て、大手IT企業との契約交渉も含め、米国における積極的な営業展開を図っております。今

後、インターネットテレビを利用している事業者、主にテレビ事業等のメディア関連事業者を
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対象に、さらなる事業展開を図り収益の安定化を進めていく計画であります。このような中、

当会計期間における業績は売上高118,807千円（前年同期比46.0%増）、セグメント利益（営業

利益）13,452千円（前年同期は営業利益4,053千円）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金

の増加17,431千円、投資活動による資金の減少19,376千円、財務活動による資金の増加2,173千

円となり、資金は229千円の増加となりました。この結果、当事業年度末資金は1,274千円（前

事業年度比22.0％増）となりました。当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそ

の要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に税引前当期純利益11,995千円、減価償却費の増加

額1,701千円、為替差損の増加1,400千円、売掛金の減少額3,400千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に短期貸付金の増加額18,641千円によるものであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加額2,173千円によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

当社には生産設備がなく、生産の実績は記載しておりません。

（２）受注状況

当社は受注生産を行っておらず、受注の実績は記載しておりません。

（３）販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

医療関係品輸入代行事業 － －

特許権等の賃貸及び販売事業 118,807 146.0

合計 118,807 146.0

（注）１．上記金額には消費税等は含まれております。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

前事業年度

（自　平成26年４月1日

　　至　平成27年3月31日）

当事業年度

（自　平成27年４月1日

　　至　平成28年3月31日）

販売金額（千円） 割合（％） 販売金額（千円） 割合（％）

福金有限公司 64,692 79 118,807 100

株式会社ジェイズサポート 2,400 3 ―　 ―　

株式会社ジーピーシー 13,300 16 ―　 ―　
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３【対処すべき課題】

当社におきましては、「４　事業等のリスク　（４）継続企業の前提について」に記載の通り、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

当社は、事業基盤の再構築また強固な財務基盤の確立を通じて当該状況を解消すべく、以下のよう

な施策を実行してまいります。

（１）医療関係貧輸入代行業の安定化

医療関係品輸入代行事業において、既存顧客との取引維持等の取り組みを行い、収益基盤の

安定化を図ってまいります。

（２）特許権等の賃貸及び販売事業の強化

当社が保有する「インターネットを介したＴＶ番組情報検索システム」に係る米国特許権に

基づき今後、国内はもとより米国においても、インターネットテレビを利用している事業者、

主にテレビ事業等のメディア関連事業者を対象に特許権等の賃貸及び販売事業を展開すること

により、収益の安定化を図ることに取り組んで参ります。

（３）内部管理体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実

当社では、収益構造の転換を図り、継続的に企業価値を高めていくためには、内部管理体制

の充実が不可欠であると認識しており、今後内部管理体制の強化を図るとともに、コーポレー

ト・ガバナンスの充実に取り組んでまいります。

４【事業等のリスク】

有価証券届出書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の事業展開上のリ

スク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものでありま

す。

（１）為替リスクについて

当社は、医療関係品輸入代行事業のメーカーへの支払代行において外貨建てにより支払って

おります。一方で顧客からの代金支払は円貨建てにより受領していることから、為替の変動リ

スクにさらされております。また、当社特許権等の賃貸および販売事業において米国における

展開を図っております。米国での事業展開が進んだ場合、外貨建て取引となる可能性がありま

す。

これらから、為替が予想を超えて変動した場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

（２）特許権の管理について

当社は「インターネットを介したＴＶ番組情報検索システム」に係る特許権をわが国及び米

国において保有しております。特に保有する米国特許権について他社による権利侵害が生じた

際に適切な措置を講ずるべく、現在米国特許商標庁に対し再発行申請を行い、これを再取得い

たしました。一方、当社が他社の特許権を侵害しないよう、十分な調査を行っております。し

かし、第三者により権利侵害を受けた場合、または、権利侵害として係争を起こされた場合に

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（３）法的規制について

当社が行う事業について関連する各種法的規制等（薬事法等）に対し、必要に応じて厚生労

働省等の関係機関に照会を行う等の対応をしております。しかしながら当社は、現在内部管理

体制の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいるところであ

り、規制等に抵触しているとされ何らかの行政処分等を受けた場合や、今後これらの法令等が

強化され、もしくは新たな法令等が定められ当社の事業が制約を受ける場合には、当社の財政

状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（４）継続企業の前提について

当社の当事業年度における売上高は118,807千円と前事業年度に比べて46.0%の増加となって

おります。その結果、営業利益13,452千円、経常利益11,995千円、当期純利益11,705千円を計

上しております。また、営業キャッシュ・フローにつきましては、前事業年度において△5,405
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千円、当事業年度において17,431千円と、今年度はプラスに転じております。しかし、当事業

年度末において債務超過は解消されておりません。当該状況より、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような状況は改善されつつあるものの、依然存在しております。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載のうち将来に関する事項は、本報告書提出日現在において、当社が判断したものであり

ます。

（１）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この財務諸表の作成に当たりましては、経営者による会計方針の選択・適

用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としておりま

す。経営者は、これらの見積もりについて過去の実績や現状等を勘案し、合理的に判断してお

りますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合が

あります。

（２）当事業年度の財政状態及び経営成績についての分析

当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べて13,134千円増加して32,604千円となりま

した。主な増加要因としましては、短期貸付金の増加によるものであります。また、負債合計

は1,429千円増加して45.055千円となりました。主な増加要因は短期借入金の増加によるもので

あります。以上の結果から、純資産合計は11,705千円増加して△12,451千円となりました。

当事業年度の売上高は、前事業年度に比べて37,415千円増加して118,807千円となりました。

一方営業費用は、販売費及び一般管理費により105,355千円を計上し、営業利益は13,452千円計

上し、当期純利益は11,705千円となっております。

（３）キャッシュ・フローの分析

当社の資金状況は、現金及び現金同等物が当事業年度末に1,274千円であります。

当社事業の成長の為にも今後の営業活動及び財務活動により安定した資金基盤を構築してく

必要があると考えております。当社のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事

業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりであります。

当社は現在、運転資金については、原則的に内部資金により充当しております。営業活動に

よるキャッシュ・フローを積み上げ、健全な財政状態を構築する方針であり、このことは当社

の成長を維持するために将来必要な運転資金を調達することを可能にすると考えております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

設備投資は、国内における特許権等の賃借及び販売事業を円滑に進めるために、車両運搬具を前年

度末に購入しており、また、今年度はサイト運営を円滑に行うため、パソコン購入をしました。

設備投資総額は4,358千円であります。

２【主要な設備の状況】

事業所名

（所在地）

事業の種類別セグ

メントの名称
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

建物及び構

築物

機械装置及び

運搬具

土地

（面積㎡）
その他 合計

　本社

（東京都新宿区）

特許権等の賃貸及

び販売事業

サイト運営設備

※１
― ― ― 383 ― ２[１]

　本社

（東京都新宿区）

特許権等の賃貸及

び販売事業
車両運搬具 ― 3,975 ― ― ― ２[１]

（注）１．現在休止中の設備はありません。

２．従業員数欄の[書]は、臨時従業員の当事業年度の平均雇用人員であります。

３．※１サイト運営設備につき土地及び建物を賃借しており、年間賃借料は、1,942千円であり

ます。

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　普通株式 1,088,000

計 1,088,000

（注）発行可能株式総数は提出日現在（平成28年６月30日）のものであります。

②【発行済株式】

種類

当事業年度末現在

発行数（株）

（平成28年3月31日）

提出日現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 432,000 432,000 非上場

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない提

出会社における標

準となる株式であ

ります。

なお、当社は単元

株制度を採用して

おりません。また

株式の譲渡に当た

り取締役会の承認

を要する旨の定款

規定を設けていま

す。

計 432,000 432,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金

増減額

（千円）

資本準備金

残高

（千円）

平成８年４月19日 34,000

※１

34,000 － 17,000,000 － －

平成24年８月21日 34,000

※２

68,000 － 17,000,000 － －

平成25年５月31日 40,000

※３

108,000 10,000,000 27,000,000 － －

平成25年７月26日 324,000

※４

432,000 － 27,000,000 － －

（注）１．平成８年４月19日は設立当初であります。

２．平成24年7月24日開催の取締役会決議により、平成24年８月21日付で１株を２株に分割いた

しました。

３．平成25年５月２日開催の臨時株主総会決議により、平成25年５月31日付で甲斐尚任氏による

増資を行っております。

４．平成25年６月20日開催の臨時株主総会決議により、平成25年７月26日付で１株を４株に分割

いたしました。

（６）【所有者別状況】

平成28年3月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の

法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ー ー ー ー ー ー 246 246 ー

所有株式数（株） ー ー ー ー ー ー 432,000 432,000 ー

所有株式数の割合（％） ー ー ー ー ー ー 100 100 ー

（注）自己株式43,731株は、「個人その他」に含まれております。
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（７）【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％）

甲斐　尚任 東京都世田谷区 380,427　 88.06　

甲斐　恵子 東京都世田谷区 1,600　 0.37　

繁田　忠男 静岡県静岡市葵区 480　 0.11　

井手口　紘子 福岡県大牟田市 264　 0.06　

立山　秀己 福岡県大牟田市 264　 0.06　

繁田　節子 静岡県静岡市葵区 208　 0.05　

中島　巌 佐賀県佐賀市 178　 0.04　

松岡　秀樹 神奈川県横浜市 176　 0.04　

枡永　真宜 千葉県松戸市 164　 0.04　

井手口　利徳 福岡県大牟田市 160　 0.04　

計 － 383,923　 88.87　

他に　萱野　栄吉（１６０）千葉県千葉市　、小松加代子（１６０）埼玉県ふじみ野市
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －　 －　 －　

議決権制限株式（自己株式等） －　 －　 －　

議決権制限株式（その他） －　 －　 －　

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 43,731 －　 －　

完全議決権株式（その他） 普通株式　388,269 388,269 －　

単元未満株式 －　 －　 －　

発行済株式総数 432,000 －　 －　

総株主の議決権 －　 388,269 －　

②【自己株式等】

平成28年3月31日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有者株

式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式割合（％）

株式会社ユリア

インターナショ

ナル

東京都新宿区新宿

二丁目４番２号
43,731 － 43,731 10.1％

計 － 43,731 － 43,731 10.1％

（９）【ストック・オプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　　　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分 当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額（円） 株式数（株） 処分価額の総額

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 43,731 － 43,731 －

（注）当期間とは、当事業年度の末日の翌日から有価証券報告書提出日までの期間であります。
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３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展望と経営体質の強化のために必要な内部留保を確

保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

しかしながら、当事業年度におきましては、事業拡大に必要な内部留保を勘案し、配当を見送らせ

ていただきます。また、当期まで繰越利益剰余金がマイナスであることから、配当を実施したことは

ありません。

今後も、現業の基盤を固めるとともに、事業の拡大を図っていくため、当面は内部留保の充実に努

める所存であります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

当社株式は、非上場でありますので該当事項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

当社株式は、非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので該当事項はありません。

５【役員の状況】

男性３名　女性１名（役員のうち女性の比率25％）　　　　　　　　　　　 平成28年3月31日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数（株）

代表取締役 ー 甲斐尚任 昭和34年６月27日

平成18年４月 ㈱ゲッタウェイ入社・商品開発

部長
（注）１ 380,427

平成８年４月 当社設立

平成８年４月 代表取締役就任（現任）

取締役 ー 江藤錠太郎 昭和48年1月20日
平成26年5月2日 株式会社ジェイズサポート代表

取締役（現任）
（注）２ ー

取締役 ー 荒木優子 昭和51年５月20日

平成13年4月 ㈱アップロード入社

当社　入社 （注）３ ー

平成27年６月 取締役就任（現任）

監査役 ー 野須正一 昭和21年１月10日
㈱ボレイ取締役（現任）

（注）４ ー
平成21年４月 当社監査役就任（現任）

計 380,427

（注）１．任期は、平成19年7月24日開催の臨時株主総会の終結の時から10年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでであります。

２．任期は、平成19年7月24日開催の臨時株主総会の終結の時から10年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでであります。

３．任期は、平成19年7月24日開催の臨時株主総会の終結の時から10年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでであります。

４．任期は、平成19年7月24日開催の臨時株主総会の終結の時から10年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでであります。

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスをさまざまなステークホルダーとの関係を適切に調整し、

社会的責任を果たしつつ企業価値を向上させるための企業体質を構築することと位置づけ、全社

をあげて取り組むべき課題であると考えております。そのため、経営の透明性を高めるとととも

にコンプライアンス体制の充実強化を図り、タイムリーディスクロージャーの実践を通じて利害

関係者の意思や利益を適切に反映していくように努めてまいります。
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②会社の機関の内容及び内部統制の仕組み

イ　取締役会

当社の取締役会は、３名で構成され、随時開催される取締役会によって、当社の重要事項

を決定し、取締役の業務執行状況を監督しております。

ロ　内部監査及び監査役監査

当社は監査役制度を採用しており、監査役は１名であります。監査役は必要に応じて取締

役会その他の会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類を閲

覧し、会社の業務及び財産の状況を調査することになります。また、必要に応じて、代表取

締役が特定の役職員を指名し、内部監査を実施することとしております。法令遵守につきま

しては、有識者（弁護士等）の意見を参考にし、経営統治機能の充実を図っております。

③内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法に規定される内部統制システムに関しその整備の方針を決定するとともに、同

方針に沿った内部統制体制の整備を推進しております。

当社の内部統制システムの整備に関する基本方針の概要は、下記の通りであります。

イ　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

役員の法令・定款違反については、取締役会に厳正な処罰を答申し、当該処分内容に関し

ては、監査役の同意を得るものとする。弁護士、公認会計士その他の外部専門家と密接に連

絡を取り、適時適切な指導・助言を受けるものとする。

ロ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

管理担当役員は、情報の保存及び管理に関する責任者となり、重要な文書を閲覧資料とと

もに保存する。また、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

ハ　使用人の職務が法令及び定款に適合することを確保するための体制

必要に応じて内部監査責任者を任命し、監査責任者が内部監査を行うことによって、社員

の職務執行の適法性・妥当性を確保する。

ニ　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び監査役監査が実効的におこなわれる

ことを確保するための体制

　役職員は経営及び事業の遂行状況、財務の状況等の定期的に事項及び会社に著しい損害を

及ぼすおそれのある事実、取締役の職務執行に関する不正行為、法令、定款に違反する重大

な事実等の臨時的に報告すべき事項を監査役に報告する。

基本方針の概要は上記のとおりでありますが、現時点において当社は、「３　対処すべき課

題」に記載のとおり、内部管理体制の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの充実に

取り組んでいるところであり、この点において不確実性が存在することは、「４　事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。

④役員報酬

最近事業年度において当社の取締役及び監査役に支払った役員報酬の内容は以下のとおりであ

ります。

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員の

員数（名）基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金 その他

社内取締役 10,380 10,380 － － － － 1

社内監査役 － － － － － － 1

（注）当事業年度において、当社の監査役に報酬は支払っておりません。
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⑤会計監査の状況

当社は月方智彦公認会計士事務所と監査契約を締結し会計監査を受けるとともに、会計に関

する重要な課題について適宜助言を受け検討及び判断を行っております。当期において業務を

執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。

監査業務を執行した公認会計士の氏名

　月方智彦公認会計士事務所　　月方智彦

監査業務に係る補助者の構成　　その他　１名

監査証明を個人が行っている場合の審査体制

審査体制は日本公認会計士協会の委託審査制度を採用しております。

⑥リスク管理体制の整備

当社が認識する事業等のリスクについては、「第２　事業の概況　４　事業等のリスク」に

記載の通りですが、これらについては取締役会に適時・適切に報告及び検討される体制を整え

ております。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

最近事業年度の前事業年度 最近事業年度

監査証明業務に基づく報酬

（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

監査証明業務に基づく報酬

（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

1,000 － 8,424 －

②【その他の重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

公認会計士と協議の上、取締役会により決定する方針となっております。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成27年４月１日から平

成28年３月31日まで）の財務諸表について、公認会計士月方智彦氏により監査を受けております。

３　連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

（単位：円）

前事業年度

（平成27年 3月31日）

当事業年度

（平成28年 3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,045,247 1,274,830

売掛金 13,400,000 10,000,000

前渡金 11,245 9,480

立替金 64,748 0

前払費用 27,000 30,000

短期貸付金 － 17,241,570

未収入金 261 94,998

流動資産合計 14,548,501 28,650,878

固定資産

有形固定資産

車両運搬具 3,975,000 3,975,000

減価償却累計額 0 △1,590,000

車両運搬具（純額） 3,975,000 2,385,000

工具、器具及び備品 － 383,400

減価償却累計額 － △111,825

工具、器具及び備品（純額） － 271,575

有形固定資産合計 3,975,000 2,656,575

投資その他の資産

出資金 100,000 100,000

差入保証金 345,000 375,000

長期前払費用 314,575 590,052

保険積立金 185,408 230,204

積立配当金 675 1,350

投資その他の資産合計 945,658 1,296,606

固定資産合計 4,920,658 3,953,181

資産合計 19,469,159 32,604,059

負債の部

流動負債

短期借入金 13,143,483 15,317,233

未払金 2,937,786 2,934,856

未払法人税等 289,986 289,782

預り金 221,838 566,067

流動負債合計 16,593,093 19,107,938

固定負債

長期未払金 2,905,631 2,420,175

長期預り金 24,127,480 23,527,480

固定負債合計 27,033,111 25,947,655

負債合計 43,626,204 45,055,593
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（単位：円）

前事業年度

（平成27年 3月31日）

当事業年度

（平成28年 3月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 27,000,000 27,000,000

資本剰余金

その他資本剰余金 231,203,551 231,203,551

自己株式処分差益 231,203,551 231,203,551

資本剰余金合計 231,203,551 231,203,551

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △246,417,045 △234,711,534

利益剰余金合計 △246,417,045 △234,711,534

自己株式 △35,943,551 △35,943,551

株主資本合計 △24,157,045 △12,451,534

純資産合計 △24,157,045 △12,451,534

負債純資産合計 19,469,159 32,604,059
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②【損益計算書】

（単位：円）

前事業年度

（自　平成26年 4月 1日

　　至　平成27年 3月31日）

当事業年度

（自　平成27年 4月 1日

　　至　平成28年 3月31日）

売上高 81,392,402 118,807,598

売上原価 － －

売上総利益 81,392,402 118,807,598

販売費及び一般管理費

役員報酬 6,100,000 10,380,000

給料及び手当 7,216,000 10,739,500

法定福利費 － 2,596,439

地代家賃 2,230,568 1,942,384

減価償却費 － 1,701,825

外注費 4,852,010 8,419,084

旅費及び交通費 5,059,170 11,624,712

通信費 1,944,106 2,194,414

支払手数料 11,964,324 9,026,837

支払報酬 29,355,499 39,528,441

その他 8,617,642 7,201,841

販売費及び一般管理費合計 77,339,319 105,355,477

営業利益 4,053,083 13,452,121

営業外収益

受取利息 296 79,018

雑収入 924,906 675

営業外収益合計 925,202 79,693

営業外費用

支払利息 115,416 74,093

為替差損 － 1,400,210

雑損失 － 62,000

営業外費用合計 115,416 1,536,303

経常利益 4,862,869 11,995,511

税引前当期純利益 4,862,869 11,995,511

法人税、住民税及び事業税 290,000 290,000

当期純利益 4,572,869 11,705,511
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③【株主資本等変動計算書】

　前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

（単位：円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 27,000,000 229,715,881 229,715,881 △250,989,914 △250,989,914 △34,555,881 △28,829,914 △28,829,914

当期変動額

　新株の発行 － － － － － － － －

　当期純利益 － － － 4,572,869 4,572,869 － 4,572,869 4,572,869

　自己株式の取得 － － － － － △1,400,000 △1,400,000 △1,400,000

　自己株式の処分 － 1,487,670 1,487,670 － － 12,330 1,500,000 1,500,000

　株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 － 1,487,670 1,487,670 4,572,869 4,572,869 △1,387,670 4,672,869 4,672,869

当期末残高 27,000,000 231,203,551 231,203,551 △246,417,045 △246,417,045 △35,943,551 △24,157,045 △24,157,045

　当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（単位：円）

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 27,000,000 231,203,551 231,203,551 △246,417,045 △246,417,045 △35,943,551 △24,157,045 △24,157,045

当期変動額

　新株の発行 － － － － － － － －

　当期純利益 － － － 11,705,511 11,705,511 － 11,705,511 11,705,511

　自己株式の取得 － － － － － － － －

　自己株式の処分 － － － － － － － －

　株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 － － － 11,705,511 11,705,511 － 11,705,511 11,705,511

当期末残高 27,000,000 231,203,551 231,203,551 △234,711,534 △234,711,534 △35,943,551 △12,451,534 △12,451,534
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④【キャッシュ・フロー計算書】

（単位：円）

前事業年度

（自　平成26年 4月 1日

　　至　平成27年 3月31日）

当事業年度

（自　平成27年 4月 1日

　　至　平成28年 3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 4,862,869 11,995,511

減価償却費 － 1,701,825

受取利息及び受取配当金 △296 △79,018

支払利息 115,416 74,093

為替差損益（△は益） － 1,400,210

売上債権の増減額（△は増加） △13,400,000 3,400,000

未収入金の増減額（△は増加） △212 △94,737

前渡金の増減額（△は増加） △11,245 1,765

立替金の増減額（△は増加） △64,748 64,748

前払費用の増減額（△は増加） － △3,000

未払金の増減額（△は減少） 1,202,345 △3,134

預り金の増減額（△は減少） △610,033 △255,771

長期未払金の増減額（△は減少） 2,905,631 △485,456

小計 △5,000,273 17,717,036

利息及び配当金の受取額 296 79,018

利息の支払額 △115,416 △74,093

法人税等の支払額 △289,999 △290,000

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,405,392 17,431,961

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,975,000 △383,400

出資金の取得による支出 △100,000 △30,000

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △18,641,780

保険積立金の取得による支出 △51,020 △45,471

長期前払費用の取得による支出 △314,575 △275,477

積立配当金の取得による支出 △675 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,441,270 △19,376,128

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,439,134 2,173,750

株式の発行による収入 － －

自己株式の処分による収入 1,500,000 －

自己株式の取得による支出 △1,400,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,539,134 2,173,750

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 692,472 229,583

現金及び現金同等物の期首残高 352,775 1,045,247

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,045,247 ※1 1,274,830
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社の当事業年度における売上高は118,807千円と前事業年度に比べて46.0%の増加となってお

り、営業利益13,452千円、経常利益11,995千円、当期純利益11,705千円を計上しております。ま

た、当事業年度の営業キャッシュ・フローは、前事業年度において△5,405千円、当事業年度におい

て17,431千円と、今年度はプラスに転じております。しかし、当事業年度末において、回復基調に

あるものの依然として債務超過であります。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しております。

当社は当該状況を解消すべく、医療関係品輸入代行事業において既存顧客との取引維持等の収益

基盤の安定化策に取り組んでまいりました。今後の取組みとして、当社が保有する「インターネッ

トを介したＴＶ番組情報検索システム」に係る特許権について、米国特許商標庁において取得した

特許の活用も含めて、インターネットテレビを利用している事業者、主にテレビ事業等のメディア

関連事業者を対象に特許権等の賃貸及び販売事業を展開することにより収益の安定化を図ることを

検討しております。

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、現時点においては継続企業の前提に重要な不確

実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を財務諸表に反映しておりません。

（重要な会計方針）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。　　　　車両運搬具　５年

                                                工具、器具及び備品　４年

２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ価値、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期

投資であります。

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

(貸借対照表関係)

該当事項はありません。

（損益計算書関係）

該当事項はありません。

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年年度末

普通株式（株） 432,000 － － 432,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年年度末

普通株式（株） 43,672 74 15 43,731

（変動事由の概要）

自己株式の取得　　　74株

平成25年７月11日の取締役会の決議による自己株式の処分　 　15株
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３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年年度末

普通株式（株） 432,000 － － 432,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年年度末

普通株式（株） 43,731 － － 43,731

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度

（自　平成26年４月1日

　　 至　平成27年３月31日）

当事業年度

（自　平成27年４月1日

　　 至　平成28年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

　　　に記載されている科目の金額のとの関係

（平成26年３月31日）

現金及び預金勘定　　　1,045千円

現金及び現金同等物　　1,045千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

　　　に記載されている科目の金額のとの関係

（平成27年３月31日）

現金及び預金勘定　　　　1,274千円

現金及び現金同等物　　　1,274千円

（リース取引関係）

該当事項はありません。

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は

全て自己資金で賄っております。なお、投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

営業管理係が、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、督促等により回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

また、当社は資金調達に係る流動性リスクに晒されていますが、担当者が適時に資金繰表を

作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

前事業年度（平成27年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 1,045 1,045 －

（２）売掛金 13,400 13,400

（３）未収入金 0 0 －

（４）前渡金 11 11

（５）立替金 64 64

（６）前払費用 27 27 －

（７）長期前払費用 314 314 －

資産計 14,863 14,863 －

（１）短期借入金 13,143 13,143 －

（２）未払金 2,937 2,937 －

（３）預り金 221 221 －

負債計 16,303 16,303 －

当事業年度（平成28年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 1,274 1,274 －

（２）売掛金 10,000 10,000 －

（３）未収入金 94 94 －

（４）前渡金 9 9 －

（５）前払費用 30 30 －

（６）短期貸付金 17,241 17.241 －

（７）長期前払費用 590 590 －

資産計 29,240 29,240 －

（１）短期借入金 15,317 15,317 －

（２）未払金 2,934 2,934 －

（３）預り金 566 566 －

負債計 18,818 18,818 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

（１）現金及び預金　（２）売掛金　（３）未収入金　（４）前渡金　（５）前払費用　

（６）短期貸付金。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

（７）長期前払費用

車輛関連保険料に係る長期前払費用であるため、当該帳簿価額によっております。

（１）短期借入金　（２）未払金　（３）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 前事業年度（平成27年３月31日）

貸借対照表計上額

当事業年度（平成28年３月31日）

貸借対照表計上額

差入保証金　※1 345千円 375千円

長期預り金　※2 24,127千円 23,527千円

出資金※３ 100千円 100千円

※1差入保証金は事務所敷金であり、市場価額がなく、かつ、契約等において退去日が確定して

いないため将来キャッシュ・フローを見積もることが困難と認められるため、時価開示の対

象としておりません。

※2長期預り金はすべて国際ライセンス事業関係預り金であり、市場価値がなく、キャッシュ・

フローを合理的に見積もることが困難と認められるため、時価開示の対象としておりませ

ん。

※３出資金は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の

対象としておりません。

３．金銭債権の決算後の償還予定額

前事業年度（平成27年３月31日）

１年以内（千円）
１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）
10年超（千円）

現金及び預金 1,045 － － －

売掛金 13,400 － － －

未収入金 0 － － －

前渡金 11 － － －

立替金 64 － － －

前払費用 27 － － －

長期前払費用 － 314 － －

合計 14,548 314 － －

当事業年度（平成28年３月31日）

１年以内（千円）
１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）
10年超（千円）

現金及び預金 1,274 － － －

売掛金 10,000 － － －

未収入金 94 － － －

前渡金 9 － － －

前払費用 30 － － －

短期貸付金 17,241 － － －

長期前払費用 － 590 － －

合計 28,650 590 － －

（有価証券関係）

該当事項はありません。

（デリバティブ関係）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

（１）報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。当社は本社にて取り扱うサービスについて国内及び海外の包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社はサービス別セグメントから構成されており、「医療関係品輸入代行業」及び

「特許権等の賃貸及び販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

（２）各報告セグメントに属するサービスの種類

「医療関係品輸入代行事業」は、海外の美容医療において利用されている医療関係品につい

て、輸入者であるわが国の医師に対して輸入業務（発注、支払業務等）の代行サービスを提供

しております。

「特許権等の賃貸及び販売事業」は、当社が保有する「インターネットを介したＴＶ番組情

報検索システム」に係る特許権の賃貸及び販売を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同

一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

なお、内部管理上、事業セグメントの資産及び負債を配分しておりません。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）　　　　　（単位：千円）

報告セグメント
調整額

（注）１

財務諸表計上額

（注）２
医療関係品輸入

代行事業

特許権等の賃貸及

び販売事業
計

売上高

　外部顧客への売上高 － 81,392 81,392 － 81,392

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高

－ － － － －

計 － 81,392 81,392 － 81,392

セグメント利益又は損失（△） － 54,209 54,209 △50,155 4,053

（注）１．調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用（一般管理費）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は損益計算書の営業損失と調整を行っております。

当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）　　　　　（単位：千円）

報告セグメント
調整額

（注）１

財務諸表計上額

（注）２
医療関係品輸入

代行事業

特許権等の賃貸及

び販売事業
計

売上高

　外部顧客への売上高 － 118,807 118,807 － 118,807

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高

－ － － － －

計 － 118,807 118,807 － 118,807

セグメント利益又は損失（△） － 54,209 54,209 △50,155 13,452

（注）１．調整額は、各報告セグメントに帰属しない全社費用（一般管理費）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は損益計算書の営業損失と調整を行っております。

【関連情報】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

日本 アジア 合計

16,700 64,692 81,392

（２）有形固定資産

本邦以外に所在する固定資産がないため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しておりま

す。
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３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

日本 アジア 合計

118,807 － 118,807

（２）有形固定資産

本邦以外に所在する固定資産がないため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しておりま

す。

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

【持分法損益等】

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

（１）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人株主に限る）等

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員及び

その近親者

甲斐

尚任

― ― 当社取締役 96.35 当社取締役 役員から

の借入

13,143 短期

借入金

13,143

当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（１）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人株主に限る）等

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又は

出資金（千

円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員及び

その近親者

甲斐

尚任

― ― 当社取締役 97.98 当社取締役 役員から

の借入

15,317 短期

借入金

15,317
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【１株当たり情報】

前事業年度

（自　平成26年４月1日

　　 至　平成27年３月31日）

当事業年度

（自　平成27年４月1日

　　 至　平成28年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　　　  　 　△62.22円

１株当たり当期純利益金額　　　　　　　 11.78円

潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額について

は潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり純資産額　　　　　　  　 　△32.07円

１株当たり当期純利益金額　　　　　　　 30.15円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は潜在株式がないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

前事業年度

（自　平成26年４月1日

至　平成27年３月31日）

当事業年度

（自　平成27年４月1日

至　平成28年３月31日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額

（△）（円）

11.78 30.15

当期純利益又は当期純損失（△）（円） 4,572,869 11,705,511

期中平均株式数（株） 388,299 388,269

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

⑤【附属明細表】

（平成28年３月31日現在）

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価償却

累計額又は償却

累計額

当期

償却額

差引当期末

残高

有形固定資産

　車両運搬具 3,975 － － 3,975 1,590 1,590 2,385

　工具、器具及び備品 － 383 － 383 111 111 271

有形固定資産計 3,975 383 － 4,358 － － 2,656

投資その他の資産

　出資金 100 － － 100 － － 100

差入保証金 345 30 － 375 － － 375

長期前払費用 314 275 － 590 － － 590

保険積立金 185 44 － 230 － － 230

積立配当金 0 1 － 1 － － 1

投資その他の資産計 945 350 － 1,296 － － 1,296

【借入金等明細表】

区分 当期首残高（千円） 当期末残高（千円） 平均利率（％） 返済期限

短期借入金 13,143 15,317 － －

合計 13,143 15,317 － －

（注）短期借入金は当社代表取締役甲斐尚任からの借入金であるため、無利息により借入を

行っております。

【引当金明細表】

該当事項はありません。

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】（平成28年３月31日現在）

①　資産の部

a　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 0

普通預金 1,274

合計 1,274

b　売掛金

区分 金額（千円）

福金有限公司 10,000

合計 10,000

c　前渡金

区分 金額（千円）

その他 9

合計 9

d　前払費用

区分 金額（千円）

駐車場料金 30

合計 30

e　短期貸付金

区分 金額（千円）

MJK.Inc 17.241

合計 17,241

f　未収入金

区分 金額（千円）

未収利息 77

その他 17

合計 94

g　出資金

区分 金額（千円）

ディスカバリー有限責任事業組合 100

合計 100

h　差入保証金

区分 金額（千円）

事務所敷金 345

駐車場敷金 30

合計 375

i　長期前払費用

区分 金額（千円）

車輛保険関係保険料 390

その他 200

合計 590

EDINET提出書類

株式会社ユリアインターナショナル(E31672)

有価証券報告書

30/34



j　保険積立金

区分 金額（千円）

保険積立金 230

合計 230

k　積立配当金

区分 金額（千円）

積立配当金 1

合計 1

②　負債の部

a　短期借入金

区分 金額（千円）

甲斐尚任 15,317

合計 15,317

b　未払金

相手先 金額（千円）

至誠国際特許事務所 1,245

社会保険事務所 210

特許通常実施権分支払※ 1

シティカードジャパン株式会社 165

石井政美 300

甲斐尚任 440

その他 573

合計 2,934

※相手先は複数であり相手毎の金額が僅少であるため、相手先の記載省略しております。

c　預り金

相手先 金額（千円）

源泉所得税 566

合計 566

d　長期未払金

相手先 金額（千円）

トヨタファイナンス株式会社 2,420

合計 2,420

e　長期預り金

相手先 金額（千円）

国際ライセンス事業関係預り金 ※ 18,803

株式会社ＦＩＴ 4,724

合計 23,527

※相手先は複数であり相手毎の金額が僅少であるため、相手先の記載省略しております。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 直前事業年度の終結日の翌日から6月30日まで

基準日 ３月末日

株権の種類 １株券

剰余金の配当の基準日 ３月末日

１単元の株式数 当社は単元株式制度を採用しておりません

株式の名義書換え

取扱場所 東京都新宿区新宿二丁目４番２号

株式会社　ユリアインターナショナル

株主名簿管理人 東京都新宿区新宿二丁目４番２号

株式会社　ユリアインターナショナル

取次所 東京都新宿区新宿二丁目４番２号

株式会社　ユリアインターナショナル

名義書換手数料 無料

新株交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次場所 －

買取手数料 －

公告掲載方法 当会社の公告方法は、電子公告により行う。た

だし、やむを得ない事由により電子公告による

ことができない場合は、官報に掲載する方法に

より行う。

なお、電子公告のＵＲＬは以下の通りでありま

す。

http://yuria-densikoukoku.com

株主に対する特典 なし

（注）当社は、単元未満株式に係る株券を発行しません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券届出書及びその添付書類

平成27年６月19日関東財務局に提出

（２）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第17期（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

平成27年６月19日関東財務局に提出

事業年度　第18期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

平成27年６月19日関東財務局に提出

事業年度　第19期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

平成27年６月30日関東財務局に提出

（３）半期報告書

第17期中間期（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

平成27年６月19日関東財務局に提出

第18期中間期（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

平成27年６月19日関東財務局に提出

第19期中間期（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

平成27年６月19日関東財務局に提出

第20期中間期（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

平成27年11月30日関東財務局に提出

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

第１　【保証会社情報】

該当事項はありません。

第２　【保証会社以外の会社の情報】

該当事項はありません。

第３　【指数等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ユリアインターナショナル(E31672)

有価証券報告書

33/34



独立監査人の監査報告書

平成28年６月28日

株式会社ユリアインターナショナル

取締役会　御中

月方智彦公認会計士事務所

公認会計士 月方　智彦　　　印

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ユリアインターナショナルの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第20

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、私に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、私の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、私は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討す

ることが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ユリアインターナショナルの平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は特許権等の賃貸及び販売事業における

収益の安定化を図っている途上であり、営業利益13,452千円、経常利益11,995千円、当期純利益11,705

千円、営業キャッシュ・フロー17,431千円と、黒字を計上しているものの、当事業年度末において債務

超過は解消されていない。これらから継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応

策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

当該事項は、私の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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